
「居住支援協議会伴走支援プロジェクト」（令和５年度）の概要

○ 市区町村の居住⽀援協議会は、関係者の連携等を図る地域のプラットホームの機能を果たすほか、居住⽀援団体等と連携しながら

居住⽀援サービスを提供するなど、地域の居住⽀援体制において特に重要な役割を担っている。

○ そのため、住⽣活基本計画（令和３年３⽉）において、市区町村の居住⽀援協議会に関する成果指標を新たに策定するなど、

その設⽴を促進することとしているが、令和４年度末時点で居住⽀援協議会を設⽴した市区町村は８６市区町にとどまっている。

居住支援協議会の重要性と課題

■「居住支援協議会伴走支援プロジェクト」の概要

部門 応募主体 採択予定 主な支援内容 ※個別状況に応じた支援を提供

設⽴部⾨

（ ①都道府県型）

都道府県 又は 都道府県居住支援協議会

※住宅部局・福祉部局の連名でも応募可能

※複数市区町村の設⽴促進に取り組むことが要件

２団体程度 ①有識者、国交省・厚労省職員等の派遣
（勉強会の講師、関係者との調整等）

②課題の相談及びアドバイス

③制度や他の協議会の事例、マニュアル、
パンフレット等の情報提供

④第⼀線で活動されている⾏政職員や実務者の紹介

※新型コロナウイルス等の状況に応じて、オンラインと
対⾯を併⽤して⽀援。

設⽴部⾨

（②市区町村型）

市区町村

※住宅部局・福祉部局の連名でも応募可能

※都道府県／居住⽀援法⼈との連名でも応募可能
４団体程度

活性化部⾨
居住支援協議会

※都道府県／居住⽀援法⼈との連名でも応募可能

⼀⽅で、市区町村では設⽴に向けて様々な課題を抱えていることも・・・

（例）居住⽀援協議会の設置に意欲はあるが関係者の合意が得られない／どうやって設⽴すればよいか分からない など

☞ 居住支援協議会の設立意向がある市区町村を募集し、ハンズオン支援を実施！

☞ 市区町村の設立を支援する都道府県を募集し、支援を実施！



令和５年度居住支援協議会伴走支援プロジェクト応募状況

長野県・長野市

東京都・墨田区

東京都・三鷹市

三重県・伊賀市

愛知県

愛媛県・松山市

静岡県

山口県

宮崎県

広島県

愛知県・半田市

群馬県

秋田県・大館市


